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加算等届出時の必要添付書類について
■ 新規指定申請の場合（新たに事業所を開設する場合）…
下記加算等を算定される場合は、下記必要添付書類を新規指定申請書類に添付してください。
ただし、新規指定申請書類と重複する書類については改めて追加提出いただく必要はありません。
■ 変更届の場合（既に指定を受けている事業所の場合）…
【届出方法及び提出書類】
〇届出方法はすべて「郵送」になります。(必要に応じて来庁いただく場合がありますのでご了承願います。)
なお、受付控(変更届受付票 等)が必要な場合は、返信用封筒に切手を貼って返送先住所宛名を明記し同封してください。
　　 　※来庁を希望される場合は、事前に電話で日時等の予約をお願いします。
〇提出書類は、次の共通様式に加えて、下表の書類が必要となります。
<共通様式>
・介護給付費算定に係る体制等に関する進達書（地域密着型サービス）
・体制等状況一覧表
・変更届連絡票(来庁の場合は不要です。)
※当該共通様式は、当表をダウンロードいただいた【加算・規模に関する届出】ページの上部
「■共通様式…」内に掲載しています。
【加算算定の開始時期】
〇当該加算等の届出が、毎月１５日以前になされた場合には翌月から、１６日以降になされた場合には翌々月から、算定を開始することとなります。なお、介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算は、届出がなされた月の翌々月から算定開始となります。。
	加算等項目
	必要添付書類

	短期利用認知症対応型共同生活介護費
	・短期利用認知症対応型共同生活介護確認票

	夜間支援体制加算
	・ 勤務体制・勤務形態一覧表（算定日から４週間分・従業者全員分で作成）
・ 資格者証（写）（未提出分）
・（別紙34）「夜間支援体制加算に係る届出書」　

	若年性認知症利用者受入　加算
	添付書類は不要です。

	看取り介護加算
	・（別紙９―７）「看取り介護加算に係る届出書」
※医療連携体制加算を算定していない場合は、算定不可

	医療連携体制加算
	・看取りに関する指針
・勤務体制・勤務形態一覧表（算定日から４週間分・従業者全員分で作成）
・（別紙35）「医療連携体制加算に係る届出書」
看護師を事業所で確保する場合
・雇用契約書又は辞令の写し及び資格証の写し
看護師を訪問看護ステーション等との契約で確保する場合
・契約書の写し

	認知症専門ケア加算
	・ 研修修了証の写し
「認知症介護実践リーダー研修」又は「認知症介護指導者養成研修」
・ 勤務体制・勤務形態一覧表（算定日から４週間分・従業者全員分で作成）

	サービス提供体制強化加算
	・ サービス提供体制強化加算に関する届出書（別紙１２－６）
・ 人員要件確認表（サービス提供体制強化加算用）

	利用者の入院期間中の体制
	添付書類不要

	身体拘束廃止取組の有無
	添付書類不要

	３ユニットの事業所が夜勤
職員を２人以上とする場合
	　添付書類不要

	科学的介護推進体制加算
	　添付書類不要

	介護職員処遇改善加算、
介護職員等特定処遇改善加算及び介護職員等ベースアップ等支援加算
	詳細は南河内広域事務室ホームページ【処遇改善加算・特定処遇改善加算・ベースアップ等加算】のページをご覧ください。


【お問い合わせ先】 南河内広域事務室 広域福祉課（Tel：0721－20－1199）

